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はじめに

昨今の世界各国の株式市場におけるＩＴバブル崩壊の影響を評価する際には、投資家

や失業に見舞われた人々の短期的な失望にばかり焦点をあてるのでなく、インターネッ

トその他がもたらすであろう、広範かつ長期的な社会経済変革に秘められた大きな可能

性にも着目する必要があります。現在おもに問われているのは、世界が社会経済的な大

転換期、すなわちどこで、どのように生活し、何をどのように生産、消費するかなど

我々の生活様式、ひいては文化や価値観が世代間で根本的に変化してしまうような大転

換期に実際にさしかかっているのかということです。

この問いを一言で言うならば、「21世紀最初の30年の間に、世界の大多数の人々の日

常生活は、20世紀最後の数十年と比べて全く違うものになっているだろうか」というこ

とになります。多くの点についてこの問いの答えはイエスです。「21世紀的大転換」を

テーマとした一連のOECD国際未来プログラム（IFP）会議の所見によれば、そうした根

本的な変化の種はすでにまかれているのです。しかしながらこの変化の種が、21世紀の

社会経済で現実に開花するかどうかについては二重の課題があります。

壮大な変革を可能にするような条件を創り出すには、まず、それぞれが異なっていな

がらも相互に依存しあうような変化が広範にわたって生じることが前提となります。次

に、IFPによる分析でも強調されているように、21世紀的大転換を人々が望むような形で

現実に展開させていくためには、協調が必要になります。大転換をもたらすような条件

を創り出し、またリスクを効果的に管理しながら好機をつかむためには、適切な政策が

重要であることは言うまでもありません。

一連のIFP会議の所見によれば、世界的な大転換を巻き起こす四つの原動力とは、技術

革新の継続的な普及、地域レベルからグローバルレベルにわたる経済的相互依存の進展

と一層の競争の促進、20世紀から引き継いだ社会経済上の境界の内外における社会的地

位と主体性のさらなる多様化、そして、人間活動のあらゆる面において意思決定や実行

の際により非階層的で柔軟な手法をもたらすような、権力と責任の分散化であるのです。
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大転換がもたらす変化は、基本的人権の現

実的な適用の拡大から、社会上・環境上の持

続可能性を最大限に向上させることに至るま

で、人類にとって最も重要な目標のいくつか

を実現する機会を与えてくれる。大転換はさ

らに、善用も悪用もされうるツールや、克服

も悪化もありうる社会的緊張など、様々な機

会やリスクの性質、程度、その認識について

も変化を引き起こす可能性が高い。
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21世紀的大転換における

大きな機会とリスクとは

技術だけで十分か

機会―21世紀的大転換は、かつての蒸気機

関、電気、自動車などに匹敵するような、技

術進歩の本格的な到来をもたらす可能性を有

している。情報技術の発展は、買い手、売り

手にとって、さらには同一の関心や文化を共

有する共同体にとって、格差のないグローバ

ルな知識共有が実現するところにまで到達す

る可能性がある。中には、コンピュータは、

各種の知覚的な入力・出力装置や、世界に広

がるネットワーク、膨大なデータベース、さ

らにはいわゆる「人工知能」ソフトなどを駆

使することで、仕事や遊び、生活の時間、場

所、方法を根本的に変えてしまうことになる

と確信する者もいる。

バイオテクノロジーは、世界の様々な地域

で病気と闘ったり、農業や食品加工業などの

産業における環境負荷を低減するに必要な、

強力な手段を新たにもたらす可能性がある。

また、技術発展は、建設、耐久消費財、発電

などの部門を一変しかねないような、新素材、

生産プロセス・製品デザインなどが生み出す

可能性を有している。これによって、ハイテ

クビルディング、自動車からコンピュータ内

蔵の衣料や家庭用品に至るまで、様々な種類

の商品についてその効率・有用性が劇的に向

上する可能性がある。

リスク―新技術が普及し飛躍的にその能力

が高まると常につきまとうのが、転換に伴う

障害、誤用、意図しなかった有害な結果など

が発生するリスクである。人々の中には、日

常的な仕事や家庭生活における新技術、製品、

組織形態の発展や発明が、技術的・社会的に

いつまで続くのかその可能性に対して懸念を

持つ者もいる。一方、変革が継続的に生じる

とコストが高くつくのではないかという懸念、

プライバシーなど長年培われてきた伝統が損

なわれるリスクや持続可能な環境に対する脅

威が、単独で発生しても両方同時でも、大き

すぎるのはないかという懸念がある。

特に二種類の危険が広く認識されている。

一つは、将来の「インテリジェント・マシン」

や遺伝子工学によって創造された生命体がコ

ントロール不能になる恐れであり、もう一つ

は、革新的な新ツールや製品が、持つ者と持

たざる者、リスクを厭わぬ者と避ける者との

格差を広める恐れである。加えて、より社会

的な観点から見た懸念もある。それは建設的

な技術発展を形成し普及させるのに必要な経

済的・社会的変革が起こらないため、技術は

進歩してもその恩恵が具体的に結実しないの

ではという懸念である。
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長期的な繁栄は可能か、

その蓋然性は

機会―技術、経済、社会それぞれの変革が

連動すれば、新たに長期的な繁栄（富を生む

再構築の期間の持続）がもたらされ、21世紀

的大転換の原動力となる可能性がある。次の

三分野での大きな発展は、社会福利の増進に

大いなる可能性を与える。第一は、知識集約

型経済への移行によって、生産・消費におけ

る構造と方式の転換に必要とされる投資、雇

用、生産性の変革がもたらされることである。

この移行における主要な特質として、主に

OECD加盟先進国についていえば、経済活動

における供給サイドと需要サイドの境界があ

いまいになっていくことが予想される。こう

した状況は、消費者が、実際に生産が行われ

る前、すなわち生産過程の初期に、これまで

よりはるかに直接的かつ積極的に関わってい

くようになることで明らかになると思われる。

第二は、グローバル化の進行によって、知

識、資本、商品が自由に流通するようになり、

投資と成長のサイクルに良い循環がもたらさ

れることである。この点で、地球全体を網羅

するネットワークの構築は、人々が協力や競

争、体験、学習することを支援するうえで決

定的な役割を担っている。第三は、これがお

そらく最も困難な部分であるが、環境に対す

る人間の関わり方が変化するにつれて、より

環境にやさしい商品や生活様式、また、より

効率的なエネルギーや交通インフラへの投資

ブームがおきることである。こうした環境に

関連した課題は、知識型経済・社会のグロー

バル化に向けた動きの中で生じるマクロ的お

よびミクロ的な変化に、非常に効果的に適合

しうるものである。

リスク―長期的な繁栄はさまざまな要素が

うまくかみ合って初めて実現するものである。

もしその中の一つでも二つでも欠けた場合、

例えばグローバル化の進展や環境コストの抑

制などがうまくいかなかった場合には、ダイ

ナミックで長期的な繁栄の代わりに経済の長

期低迷もしくは失速が起こりうる。変化の相

乗効果によってもたらされるはずの刺激やイ

ンセンティブがなければ、21世紀的大転換の

成否を左右する経済構造の改革は実現しない

可能性がきわめて高い。そうなれば、社会経

済的なニーズに対応したり、破滅的な対立を

避け万人が恩恵を受けるような解決法を得る

ための資源が不足する危険性が高まる。

取り扱いの容易な「適切な技術」をなかな

か利用できないといった制約や、人的資源の

育成・評価・安定化における手法の陳腐化は、

変革を遅延させ、浅薄なものにしてしまいか

ねない。無形経済がもたらす、生産・消費・

人間の関与についての構造形態への進展がは

かばかしくない場合、人々が目新しい技術へ

技術におけるダイナミズム　－　発見は技

術の発展と普及の最も重要な原動力の一つと

見られることが多い。しかしながらIFPの第１

回会議では、いまだ十分に活用されずにいる

現今の技術革新の巨大なポテンシャルについ

て強調しながらも、それをさらに上回る重要

な要素として、新しい技術が急速に発展し普

及するうえで必要な経済・社会変革の役割を

強調している。
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機会―社会構造の多様化は、21世紀的大転

換の顕著な特徴の一つとなりうるものである。

この傾向は人口動態、所得配分の変化、人口

移動、伝統的な文化基準の崩壊などによって

一層加速されそうである。すでに社会構造の

不均一性が経済、技術、教育の分野での多様

性と調和するなど、社会変化が実際に起こり

つつある証拠も認められている。

世界各地で出発点こそ異なるものの、21世

紀的大転換が自己のアイデンティティーを決

める二つの要素に大きな変化をもたらすであ

ろうと予測されている。その要素とは、社会

的地位（収入、年齢、職業その他）と権力構

造（国家、家族、宗教その他）である。さら

に差別化の拡大によって多様化が進み、新し

い技術、経済変革、社会改革を最大限に活か

すために必要な創造性が促進されることも考

えられる。

リスク―社会の多様化が進むにつれて、い

くつかの大きなリスクが発生し、前向きな意

味での相違や多様化が、否定的な意味での不

平等と差別に取って代わられる時がくる。こ

うして、特に所得、富、教育、医療の分配と

いう点において受けいれがたい不平等が発生

する危険性が生じる。同様に懸念されるのが、

あまりに多くの人々が極端に低いレベルの社

会資源しか利用を許されないという問題、そ

して個々人の安全と人権に関する問題である。

中でも三つのリスクが特定できる。第一は、

21世紀的大転換のもたらす変化が大規模であ

ることから、従来からある社会的あつれきを

激化させると同時に、新たなあつれきをも引

き起こす可能性が非常に高いこと。第二は、

人々も社会制度も、将来の課題の解決に必要

な創造的な資源として多様化の拡大を利用す

る能力を習得せずに終わること。第三に、多

様化への反動が支配的となって、偏狭な国家

主義や宗教的原理主義などを背景に、画一性

を押し付けられる危険性があるということで

ある。

社会的ダイナミズム―社会的地位やアイ

デンティティーの特質とパターンが大きく

変化することは、転換の兆候であると同時

差異なき創造性はありうるか

の恐れや、既存の経済・社会構造を破壊する

ことへの恐怖心を超克するうえで重要な役割

を果たす恩恵が見え難くなってしまう。同様

に、長期繁栄の前提となる迅速かつ完全な市

場の統合も、敗者に対する補償の仕組みや信

頼構築のための最低限の保証をするメカニズ

ムがない限り、政治的に見て実現の可能性が

低くなってしまう。

経済的ダイナミズム―第2回IFP会議では、

平均を上回る世界的な経済の繁栄が長期にわ

たって続き得るための各要素が検討された。

その結果、長期繁栄のシナリオは、高い確率

ではないにせよ、実現する可能性があるとい

う総合見解に至った。さまざまな分野で起き

る変化のシナジー効果を高めること、そして

変革を蓋然性の高いものにするだけでなく、

多くの人々にとって望ましいものにするよう

なやり方で進められるかどうかが、重要な課

題となろう。
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機会―官民を問わず、旧態依然のガバナン

スは、ますます効果を失っている。21世紀的

大転換は新たなガバナンスの形態を生むこと

になるであろうが、それは今日のガバナンス

が持つ二つの大きな特性をきっぱりと捨て去

ることを意味する。一つは多くの組織・機構

の内部に固定され、実際には永久に不動の場

合が多い権力構造であり、もう一つは組織の

上層部に主導権を与えてしまう傾向である。

21世紀的大転換に特有な問題は、変革を推

し進める三つの力が、一体どの程度まで、よ

り階層性が低くより柔軟性のあるガバナンス

手法に依存し、かつ、それを推進していくか

ということである。その力とは、新技術の開

発と普及、より効率的で透明な経済メカニズ

ムの出現、そして社会的多様性を活用した創

造性の創出である。こうした変革のためには、

単独か協調して行われるかを問わず、また、

地域的か世界的かを問わず、組織や個人が日

常生活で利用する技術やルールが大きく発展

することが必要である。ここに、個人や組織

ガバナンスの変革なくして

建設的な転換が可能か

が、自由と責任が一層強化されることで得ら

れた知識やモチベーションを活用して、自ら

の将来をコントロールできる範囲が飛躍的に

広がるチャンスが出てくる。

リスク―21世紀的大転換が直面するガバナ

ンス上のリスクは次の二種類である。第一は、

組織の硬直化や既得権益を守る人々の抵抗に

よって相当のあつれきが生じ、その結果、古

いやり方を改め新たな方法を創出しようとす

る取り組みを封じ込めてしまう危険性であ

る。転換期には往々にして、リスクと不安定

さに対して根深い見解の相違が現れるもので

ある。新たなルール作りと権力体制の構築に

積極的でない勢力は、こうした大変革は危険

な外圧によって引き起こされていると捉えが

ちであり、一方（改革の）勝者は、進歩を謳

い文句に反対勢力や消極的な勢力を一掃しよ

うとする。

第二のリスクは、個人や世帯、企業および

立法機関で意思決定力や実行力を高めること

の難しさに関わる問題である。過去の慣習や

制度の慣行のみでは、海図もなく激流に満ち

た21世紀的大転換の海路を乗り切っていくこ

とはできない。被害の大きい過ちをおかすリ

スクや、機会を逸したり習得しそこなうリス

クを減ずるためには、より多くの知識を動員

して、問題に対して創造性のある解決法を見

いだし、高いレベルのダイナミズムを達成し

うるようなガバナンスを支える社会的・制度

的インフラが必要となる。

ダイナミックなガバナンス―21世紀的大転

換は、既存のガバナンスの形態や方法の老朽

に原因でもある。21世紀的大転換において、

差別化の拡大がもたらす変革の影響につい

ては、技術上・経済上の変化のもつ「能力

向上」の可能性との相乗効果のポテンシャ

ルを抜きにしては語れない。第3回IFP会議

で強調されたように、多様化を創造性と創

意の源泉として活用する政策なくして、21

世紀的大転換の恩恵を享受できる可能性は

非常に少ないと言えよう。
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発するような安定性の高い予測可能なマクロ

経済環境を作るには、インフレや過剰な財政

赤字を抑制するような健全なマクロ経済運営

を行うことが必要である。転換に要するいわ

ば流動的な構造調整を奨励することはさらに、

商品、労働、資本市場の機能強化を目指す現

在の取り組みの継続が求められることを意味

する。同様に、公的規制、税制、政府支出の

範囲および質について、常に改良を加えてい

くことが必須となる。

現在もそうであるように、これからも、

腐敗、コーポレートガバナンス、消費者保

護、財政の透明性、健康や安全に対する世

界的な脅威への監視などについて、国際的

なガイドラインや枠組みが継続的に精査さ

れ、具体的な対策が取られていくであろう。

世界的な統合の促進を目的とした既存の取

り決めは、これからも実施しかつその範囲

を拡大させていくことが大事である。具体

的な例としては、貿易と投資に関する多国

間条約をはじめ、グローバリゼーションの

礎となった1948年世界人権宣言、そして最

近では温室効果ガスに関する京都議定書そ

の他の取り決めが挙げられる。

改革―その他の政策分野では、大転換によ

って、社会・教育サービス部門などで現在採

用されている手法やプログラムの相当の見直

しが求められるであろう。大半のOECD加盟

国政府の既成の政策プログラムは、人々の大

多数が同じようなライフサイクル――初等教

育に始まり安定雇用、そして最終的には定年

退職――をたどっていた産業化時代に適合す

るよう組まれていた。21世紀的大転換はこう

各国政府はどのようにして

21世紀的大転換を望ましい形で

促進するのか

実現可能性があるということは、その必然

性があるということを意味するものでも、ま

してやそれが望ましいということを意味する

ものでもない。21世紀的大転換の種をまき、

リスクを最小限に抑えながらその恩恵を享受

するためには、世界各国の政府がそのあらゆ

るレベルで強い政策上のリーダーシップを発

揮することが求められる。この転換を促進す

る戦略的な方針として、技術、経済、社会、

そしてガバナンス上の変革の相互依存性と相

乗効果のもつ可能性を活用する必要がある。

OECD加盟先進国について特に関連のある政

策は、次の三つのカテゴリーに区分けされる。

第一は、現行のアプローチの継続を前提とし

た政策、第二はかなりの改革を必要とする政

策、そして第三は全くゼロからスタートする

革新的な政策である。

継続性―現行のアプローチの継続が重要と

なる主要な政策分野はいくつかある。大転換

期における高水準の投資、技術革新、企業家

精神そしてリスクを恐れない進取の気性を誘

化、抵抗、そして適応を伴うものとなろう。

と同時に、意思決定や実行について、全く新

しい位置づけと手法が現れることにもなるだ

ろう。最終会合となる第４回IFP会議で討議さ

れたように、政策上の課題は、寛容、競争、

協力の三つを効果的に組み合わせた文化や価

値観に基づいた学習能力を、人々が十分に保

持できるようにすることである。


